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ポイント１．「非正規」の条件を確認
する

そもそも、「非正規社員」とは、どのような雇用

形態の人を指すのであろうか。一般的には、正社

員以外であって、正社員と労働条件等に区別が設

けられている人を総称して「非正規社員」と呼ん

でいるだろう。そうなると非正規社員に当てはま

るのは、パートタイマー、アルバイト、嘱託、契

約社員、派遣社員などということになる。

しかし、法律においては必ずしもそうなっては

いない。パートタイム労働法によれば、「１週間の

所定労働時間が、同じ事業所で働いている通常の

労働者の１週間の所定労働時間に比べて短い人」

をパートタイム労働者と位置付け、同法の適用対

象としている。

つまり、企業によって「パートタイマー」、「ア

ルバイト」、「契約社員」など呼び方は様々であろ

うが、同法では、あくまでも同一事業所内で働く

通常の労働者（＝正社員）に比べて、所定労働時

間が短いかどうかだけで区別することになってい

る。

となると、一般的に「非正規社員」として取り

扱われることの多いフル・タイマーの契約社員な

どは、パートタイム労働法の適用対象から外れる

ことになり、正社員と同じ扱いをしなければなら

ないことになる。

また、よく問題になる社会保険（健康保険法及

び厚生年金保険法）では、「常時使用する」労働者

に加入義務が課せられているが、この「常時使用

する」とは、「１日または１週間の所定労働時間及

び１ヶ月の所定労働日数がその事業所で同種の業

務に従事する通常の労働者のおおむね４分の３以

上あること」と通達されている。

このようにして、世の中で一般的にいわれてい

る「非正規社員」の範囲と、労働各法で定義され

ている「非正規社員」の範囲が異なるために、企

業現場での労務管理を複雑にしているという事情

がある。

非正規社員の最低限のコンプライアンス対応に

あっては、労働各法が規定する「非正規社員」の

定義を見極め、整理し、対応することが大きなポ

イントになってくるだろう。

これからの「非正規社員」の
労務管理ポイント整理

わわがが国国のの労労働働力力ののううちち、、パパーートトタタイイママーーややアアルルババイイトトななどど、、いいわわゆゆるる「「非非正正規規社社員員」」のの占占めめるる割割合合

はは３３割割をを超超ええるるとといいわわれれてていいるる。。「「非非正正規規社社員員」」がが日日本本経経済済をを下下支支ええししてていいるる一一方方でで、、労労務務管管理理ににつついい

ててははままだだままだだ未未整整備備ででああるるののがが現現状状ででははななかかろろううかか。。ここののよよううなな状状況況はは、、非非正正規規社社員員のの発発言言力力がが増増すす

中中でで新新たたなな労労使使紛紛争争のの火火種種ににななりりかかねねなないい。。ままたた、、非非正正規規社社員員にに対対すするる労労務務管管理理のの徹徹底底ははココンンププラライイ

アアンンスス対対応応ののみみにに留留ままららずず、、ここれれかかららのの人人事事戦戦略略やや企企業業業業績績ににもも直直結結すするる問問題題ででももあありり、、避避けけててはは通通

れれぬぬ課課題題ととももいいええるる。。

本本稿稿でではは、、ここれれかからら企企業業にに対対ししてて求求めめらられれるる非非正正規規社社員員のの労労務務管管理理ののポポイインントトににつついいてて整整理理ししてていい

ききたたいい。。
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正規
非正規

フル
タイマー

パート
タイマー

健康保険 ○
注１ 注３

厚生年金 ○

雇用保険 ○ 注２ 注４

労災保険 ○ ○ ○

（「○」は強制適用）

【資料】

労働条件別の社会保険の適用のまとめ

注１ 季節的業務従事者、臨時的業務従事者

など短期雇用者以外の者が適用対象と

なる

注２ １年以上継続して雇用される見込みで

ある者が適用対象となる

注３ １日または１週間の所定労働時間及び

１ヶ月の所定労働日数がその事業所で

同種の業務に従事する通常の労働者の

おおむね４分の３以上ある者が適用対

象となる

注４ 週の所定労働時間が２０時間以上ある者

が適用対象となる

ポイント２．法改正の趣旨を現場に
生かす

平成２０年４月１日よりパートタイム労働法が改

正施行されたが、概要については以下のとおりで

ある。

【資料】

改正パートタイム労働法の要旨

（昭和５２年２月２８日基発１０４号の２）

１．労働条件の文書明示

パート労働者の雇入れに際しトラブルにな

りやすい次の項目について文書交付の義務付

け

� 昇給の有無

� 賞与の有無

� 退職金の有無

２．待遇決定についての説明義務

待遇について不満や疑問のあるパート労働

者から求めがあった場合、待遇の決定に当たっ

て考慮した事項を説明することの義務付け

３．均衡のとれた待遇の確保の推進

パート労働者が働きや貢献に応じた待遇が

受けられるよう均衡を図るための措置を講ず

ることの義務付け

４．通常の労働者への転換推進

事業主に対し、パート労働者を通常の労働

者に転換推進するための措置の義務付け

５．紛争解決の援助

パート労働者と事業主の間で紛争が起こっ

た際の解決方法の明確化

� 苦情の自主的解決

� 都道府県労働局による紛争解決の援助

今回、パートタイム労働法が改正された理由は

何であろうか。ポイントは「正社員との差別的取

り扱いの禁止と均衡処遇」である。本来、賃金は

「同一労働同一賃金」が原則である。しかし、同

じ付加価値をもたらす仕事に従事しているにもか

かわらず、「非正規」を理由に賃金に格差が設けら

れているのが顕著となっているため、「賃金を含め

労働条件を是正すべし」というのが法改正の趣旨

である。

企業としては非正規社員の取り扱いをコンプラ

イアンス対応として捉えるだけではなく、今より

会社をもっと良い状態にしたい、人事戦略で優位

に立ちたいと考えるのであれば、単に労働各法に

照らした場合の非正規社員の現場での取り扱いを

確認し、最新の法改正事項に逐次対応するだけで

は十分とはいえない。積極果敢に非正規社員への

対応を行っていくのであれば、「非正規」であると

いう概念自体をもはや捨て去ることが必要ではな

いだろうか。

今後、円滑に優秀な労働力を確保し、企業競争

力を高めていくには、正規・非正規を問わず、労
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働者個人の事情を配慮しつつも柔軟に労働条件を

決定できる仕組みづくりが企業現場に求められて

いくだろう。

ポイント３．「非正規社員」も労働力
の中枢である

言うまでもなく、わが国は少子高齢化とも相まっ

て労働力不足の時代へ突入している。このことは

言うなれば、もはや労働力の中枢を正社員だけで

賄う時代ではないということへの警鐘であるとい

える。

これまでは正社員とは異なる仕事をパートタイ

マーやアルバイトに割り当てることで、賃金や福

利厚生等その労働条件についても別扱いにしてき

たわけだが、もはやそういう時代ではないという

ことである。既に、希望するパートタイマーにつ

いては正社員への道を開くといった、いわゆる「パー

トタイマーの正社員化」を人事制度の一つの柱に

している先駆的な企業もあり、この流れは平成２０

年のパートタイム労働法改正以降は大企業を中心

として徐々に広まりつつある。そして、この流れ

は法改正云々ではなく、わが国全体の労働生産性

を維持し、高めていく必要性から、今後ますます

加速化していくことが自然的成り行きとなるであ

ろう。

一方で、企業独自の施策として、優秀であるに

も関わらず、家庭の諸事情でリタイアした労働者

を極力労働者の事情に合わせて労働現場へ呼び戻

す企業があったり、既に法施策においては、定年

でリタイアすることを余儀なくされた高齢者を労

働現場へつなぎ止めるといった動きもある。しか

し、これらはまだまだわが国全体における労働力

不足対策への序章に過ぎない。

企業単体はもとより、わが国全体の労働力を高

めていくためには、今後ますます非正規社員も労

働力の中枢であることを前提とした企業アイディ

ア（＝人事施策）が望まれてならない。

ポイント４．非正規社員が企業を選
別する時代へ

ここ数年、労働市場は売り手市場気味であるが、

この流れは今後ますます本格化することが推測さ

れる。すなわち、これからは企業が労働者を選別

する時代から労働者が企業を選別していく時代に

なるといっても言い過ぎではないということであ

る。さらに言うなら、優秀な正社員の争奪戦があ

たり前の時代から、優秀な非正規社員の争奪戦が

あたり前の時代になることも、そんなに先のこと

ではないような気がする。そうなると、正社員・

非正規社員分け隔てなく、賃金や評価制度などで

ユニークな人事制度を如何にして自社に取り入れ

られるかが優秀人材獲得のキーワードになってく

る。同業他社に先駆けて、魅力ある労働条件を如

何に示すことができるかが、人材獲得競争の勝負

を決めるということだ。多様な事情を受け入れる

ことは、企業にとって負担であることには違いな

いが、いまは多様な労働力を他社に先駆けて労働

現場へ注入することこそ、後々に備えることにつ

ながるはずである。

正社員の穴を埋めるという補助的役割から、ポ

ジティブな意味で「正社員をけん制し、労働力の

中枢的役割に躍り出る非正規社員。」こんなフレー

ズが新聞の一面を飾る日が来るのも、もうそこま

で来ている気がしてならない。
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